
(事業の目的)

第 1 条

(運営の方針)

第 2 条

2

3

(事業所の名称等)

第 3 条 事業を行う事業所の名称および所在地は、次のとおりとする。

① 名称
② 所在地

(通所サービスの内容と提供方法)

第 4 条

① 日常生活の援助

② 健康チェック

③ 機能訓練

④ 食事支援

⑤ 入浴支援

⑥ 排泄支援

⑦ 送迎支援

⑧ 相談援助

2

通所サービスは、要介護者等の心身の特徴を踏まえて、利用者が可能な限りその居
宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、さ
らに利用者の社会的孤立感の解消および心身機能の維持ならびに家族の身体的・精
神的負担の軽減を図るために、必要な日常生活上の世話および機能訓練等の介護、
その他必要な援助を行うものとする。

ミモザ横浜獅子ヶ谷
地域密着型通所介護・第1号通所事業(横浜市通所介護相当サービス)

事業者は、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもって、通所サービスの提
供を行うものとする。

運営規程

神奈川県横浜市鶴見区獅子ヶ谷2-38-46

ミモザ株式会社(以下、「事業者」という。)が設置するミモザ横浜獅子ヶ谷(以
下、「事業所」という。)において実施する指定地域密着型通所介護または第1号通
所事業(横浜市通所介護相当サービス)(以下、「通所サービス」という。)の事業
(以下、「本事業」という。)は、適正な運営を確保するために人員及び管理運営に
関する事項を定めることによって、第5条記載の従業者により、要介護もしくは要
支援または事業対象者(以下、「要介護者等」という。)に対して、適切な通所サー
ビスを提供することを目的とする。

本事業の実施にあたっては、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にそ
の改善を図るものとする。

事業所に勤務する従業者によって行われる通所サービスの内容は、事業所におい
て、次に掲げる食事や入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練等を提供する。

本事業の実施にあたっては、地域との結びつきを重視し、市区町村、地域包括支援
センター、老人介護支援センター、他の居宅サービス事業者又は他の地域密着型
サービス事業者その他の保健・医療・福祉サービスを提供する者、住民による自発
的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取り組みを行う者等との密接
な連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。

ミモザ横浜獅子ヶ谷

1



3

4

(従業者の職種、員数および職務内容)

第 5 条 事業所における従業者の職種、員数および職務内容は次のとおりとする。

① 管理者 1名(常勤兼務)

② 通所介護従業者

ア

イ

ウ

エ

(営業日、営業時間およびサービス提供時間)

第 6 条
① 営業日

② 営業時間

③ サービス提供時間

(利用定員)

第 7 条

(通常の事業の実施地域)

第 8 条

〇
2

(指定居宅介護支援事業者等との連携等)

事業所は、通所サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家
族に対し、運営規程の概要、従業者の勤務体制その他の利用申込者のサービスの選
択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の
開始について利用申込者の同意を得るものとする。
事業所の従業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の適切な把
握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な相談及び助言を行うものとする。

介護職員　2名以上
介護職員は、利用者に対し必要な援助を行う。

管理者は、指定地域密着型通所介護または第1号通所事業(横浜市通所介護相当
サービス)計画(以下、「介護計画」という。)の作成を行うほか、従業者の管
理、通所サービスの利用の申込に係る調整、業務の実施状況の把握その他の業
務の管理を一元的に行うとともに、自らも通所サービスを提供する。また、従
業者に法令及び本規程を遵守させるため必要な命令を行う。

生活相談員は、サービス提供時間を通じて、利用者およびその家族からの介
護等に関する相談や、それに対する助言を行う。
看護師または准看護師(以下、「看護職員」という。)　　1名以上(兼務)

機能訓練指導員は、利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止す
るための訓練指導・助言を行う。

月曜日から土曜日とし、祝日は営業する。ただし12月30日～1月3日を除く。
(臨時で営業する場合は別途利用者に知らせるものとする。)

事業所における営業日、営業時間およびサービス提供時間は、次のとおりとする。

8時30分から17時30分までとする。

看護職員は、利用者の健康管理および心身状態の把握を行う。

事業者は、前項に定める実施地域外へのサービス提供は行わないものとする。

生活相談員　2名以上(兼務)

機能訓練指導員　2名以上(兼務)

利用定員は、18名とする。

9時30分から16時30分までとする。

通常の事業の実施地域：横浜市鶴見区、神奈川区、港北区

通常の事業の実施地域は、次の通りとする。
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第 9 条

2

3

(介護計画の作成等)

第 10 条

2

3

4

(利用料等)

第 11 条

2

3

4

5

(通所サービス利用にあたっての留意事項)

第 12 条

① 事業所内では飲酒しないこと。

②

③

④

入浴室または機能訓練指導室を利用する場合は、事業所の従業員立ち会いのも
とで、本来の用法に従って使用することを承諾すること。
通所サービスを欠席する場合は、欠席する日の前営業日の営業終了時間までに
事業者に連絡すること。

利用者は、要介護者若しくは要支援者又は事業対象者であって、次の各号のいずれ
も遵守できる場合に限り、通所サービスを利用できるものとする。

通所サービスの提供時に健康チェックを行い、その結果によっては、入浴等を
中止する場合があることを承諾すること。

前2項の利用料の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文
書で説明をしたうえで、支払いに同意する旨の文書に署名を受ける。

通所サービスの提供にあたっては、利用者にかかる指定居宅介護支援事業者もしく
は指定介護予防支援事業者または地域包括支援センターが開催するサービス担当者
会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健・医療・
福祉サービスの利用状況等の把握に努める。
利用者の生活状況の変化、サービス利用方法・内容の変更希望があった場合、当該
利用者担当の居宅介護支援事業者等に連絡するとともに、綿密な連携に努める。

管理者は、介護計画を作成した場合には、当該介護計画を利用者に交付するものと
する。

通所サービスを利用した場合の、介護保険給付の対象となる利用料の額は、厚生労
働大臣又は横浜市長が定める基準によるものとし、当該通所サービスが法定代理受
領サービスであるときは、介護保険負担割合証に記載の割合に応じた額とする。詳
細は本運営規程の別添書類の通りとする。

事業所は利用者に対し明細表を添付した請求書を送付する。当該請求に対し利用者
から利用料等の支払いを受けたときは、事業所は利用者に対し領収証を交付する。
事業所は、利用者から法定代理受領サービスに該当しない通所サービスに対する利
用料の支払いを受けた場合は、提供した当該サービスの内容、費用の額その他必要
と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付する。

通所サービスを利用した場合の、介護保険給付の対象とならない利用料の額は、本
運営規程の別添書類の通りとする。

介護計画の作成後においても、他の介護従業者または利用者が介護計画に基づき利
用する他の居宅サービス等を行う者との連絡を継続的に行うことにより、介護計画
の実施状況の把握を行い、必要に応じて介護計画の変更を行うものとする。

管理者は、通所サービスの提供を開始するにあたり、利用者の心身の状況、希望お
よびその置かれている環境を踏まえて、介護計画を作成する。また、既に居宅サー
ビス計画もしくは介護予防サービス計画または介護予防ケアマネジメントが作成さ
れている場合は、その内容に沿った介護計画を作成する。
管理者は、それぞれの利用者に応じて作成した介護計画について、利用者またはそ
の家族に対して、その内容について文書により説明し同意を得るものとする。

正当な理由なく通所サービスの提供を拒まないものとする。ただし通常の実施地域
等を勘案し、利用希望者に対して通所サービスの提供が困難と認めた場合、当該利
用者に係る居宅介護支援事業者等と連携し、必要な措置を講じる。
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⑤

2

(衛生管理等)

第 13 条

2

3

(緊急時における対応方法)

第 14 条

2

(事故発生時における対応方法)

第 15 条

2

3

4

(非常災害対策)

第 16 条

(苦情処理)

第 17 条

2

非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画を作成
し、関係機関への通報および連絡体制の整備等に万全を期すとともに、防火管理者
または火気・消防等についての責任者を定め、年2回定期的に避難、救出その他必
要な訓練を行うものとする。

自らが提供したサービスに関し、介護保険法の規定により市区町村が行う文書その
他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市区町村の職員からの質問若しくは照
会に応じ、及び利用者の苦情に関して市区町村が行う調査に協力するとともに、市
区町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要
な改善を行う。

事業者は、前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入する。

事業者は、利用者に対する通所サービスの提供により、事業所の従業者の責に帰す
べき事由により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を行うものとする。

事業所の従業者は、前項の事故の状況および事故の際に採った処置について記録を
するものとする。

事業所の従業者は、利用者に対する通所サービスの提供により事故が発生した場合
は、市区町村、当該利用者の家族等に連絡するとともに、必要な措置を講じるもの
とする。

事業所は、食中毒又は感染症が発生しないように、及び蔓延しないように必要な措
置を講じるものとする。また、これらを防止するための措置等について、必要に応
じ保健所の助言や指導を求めるとともに、密接な連携を保つものとする。

通所介護従業者は、通所サービスの提供を行っているときに、利用者の症状の急変
その他緊急事態が生じたときは、速やかに利用者の主治医に連絡する等の措置を講
じるとともに、管理者に報告する。主治医への連絡が困難な場合は、救急搬送等の
必要な措置を講じるものとする。

事業所は、利用者の使用する施設、食器その他の設備または飲用に供する水につい
て、衛生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じるものとする。

事業者は、従業者の清潔の保持及び労働安全衛生法で定められた健康診断を行い健
康状態の管理を行うものとする。

前項の従業者が看護職員である場合にあっては、必要に応じて臨時応急の手当てを
行わなければならない。

通所サービスの提供に係る利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、受
付窓口の設置、担当者の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用者またはそ
の家族に対する説明、記録の整備等必要な措置を講じるものとする。

事業所の敷地内では喫煙を原則遠慮していただいている。

利用者が事業所を利用する上で、他の利用者に迷惑となる行為等が見られた場
合、利用を中止する場合があることを承諾すること。
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3

(個人情報の保護)

第 18 条

2

第 19 条

2
3

4

5

第 20 条

2

①

②

身体的拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと。

③

身体的拘束その他の行動制限が一時的なものであること。

3

(虐待の防止)

第 21 条 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じるもの
とする。

一時性

前項の身体的拘束を行うのは、次の各号をすべて満たしている場合に限るものとす
る。

　

事業所は、利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行わないことと
する。ただし、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを
得ない場合に限り、身体的拘束を行う場合がある。

事業所は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」および厚生
労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため
のガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとする。

利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著し
く高いこと。

事業所は、第2項の身体的拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用
者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録することとします。しかし、そ
の場合にも速やかな解除に努めるとともに、理由を利用者本人に説明し、理由およ
び一連の経過をご家族等に報告します。
　

(身体拘束等の適正化)

(地域との連携等)

運営推進会議は、おおむね6か月に1回以上開催する。

自らが提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会
が行う調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合においては、指導又は
助言に従って必要な改善を行うこととする。

切迫性

非代替性

事業所が得た利用者の個人情報については、事業所が行うサービス以外の目的では
原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて利用者ま
たはその代理人の了解を得るものとする。

事業所は、通所サービスの提供にあたっては、利用者、利用者の家族、地域住民の
代表、事業者が所在する市区町村の職員または区域を管轄する地域包括支援セン
ターの職員、通所サービスについて知見を有する者等により構成される協議会(以
下、「運営推進会議」という。)を設置する。

運営推進会議は、事業者の通所サービスの内容および活動状況等を報告し、運営推
進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聞く
機会とする。
事業所は、報告、評価、要望、助言等について記録を作成するとともに、それを公
表するものとする。
事業所は、その運営にあたっては、地域住民またはその自発的な活動等との連携お
よび協力を行う等の地域との交流に努める。
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①

② 事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。

③

④ 前3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

2

(その他運営に関する留意事項)

第 22 条

①

②

2
3

4

5

運営規程の添付書類

〇 介護保険の基本報酬

〇 介護保険の加算報酬

〇 介護保険の各種加算の説明

〇 保険の対象とはならない費用一覧

事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置等を
活用して行うことができるものとする。)を定期的に開催するとともに、その結
果について、従業者に周知徹底を図ること。

採用時研修　採用後2か月以内

事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する
こと。

　本規程は2020年4月1日より施行する。
　本規程は2021年4月1日より施行する。
　本規程は2022年10月1日より施行する。
　本規程は2024年4月1日より施行する。
　本規程は2024年6月1日より施行する。
　本規程は2024年8月1日より施行する。

附則
　本規程は2014年10月1日より施行する。
　本規程は2015年5月1日より施行する。
　本規程は2017年9月1日より施行する。

本規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は事業者と事業所の管理者との
協議に基づいて定めるものとする。

従業者は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を漏らしてはならない。

事業所は、サービス提供中に、当該事業所従事者又は養護者(利用者の家族等高齢
者を現に養護する者)による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速
やかに、これを市区町村に通報するものとする。

従業者であった者に、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を漏らすことが
ないよう、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を漏らさない旨を、従業
者との雇用契約に明記する。
事業者は、利用者に対する記録を整備し、サービスの完結の日から5年間保管する
ものとする。

事業者は、従業者の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けるものとし、ま
た業務の執行体制についても検証・整備する。

経験に応じた研修　随時
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①地域単価

②基本料金(日額)

7h以上8h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

6h以上7h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

5h以上6h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

4h以上5h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

3h以上4h未満

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

2h以上3h未満

※

備考

備考

備考

備考

備考

介護保険の基本報酬(2024年4月1日以降)

地域 横浜市(2級地)
地域単価 10.72円

要介護1 753 808 1,615 2,422

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

要介護3 1,032 1,107 2,213 3,319
要介護2 890 954

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

1,908 2,862

要介護5 1,312 1,407 2,813 4,220
要介護4 1,172 1,257 2,513 3,769

要介護2 801 859 1,718 2,576
要介護1 678 727 1,454 2,181

要介護4 1,049 1,125 2,249 3,374
要介護3 925 992 1,984 2,975

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

要介護5 1,172 1,257 2,513 3,769

要介護2 776 832 1,664 2,496
要介護1 657 705 1,409 2,113

要介護4 1,013 1,086 2,172 3,258
要介護3 896 961 1,921 2,882

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

要介護5 1,134 1,216 2,432 3,647

要介護2 501 537 1,074 1,611
要介護1 436 468 935 1,402

要介護4 629 675 1,349 2,023
要介護3 566 607 1,214 1,821

単位数 自己負担(1割) 自己負担(2割) 自己負担(3割)

要介護5 695 745 1,490 2,235

要介護2 478 513 1,025 1,538
要介護1 416 446 892 1,338

要介護4 600 644 1,287 1,930
要介護3 540 579 1,158 1,737

心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である
利用者に、2h以上3h未満のサービス提供を行った場合は、4h以上5h未満の単位数×70%の
単位数を算定します。
上記料金は、厚生労働省の報酬告示(2024年4月施行)に基づき定められた料金です。改
正になった場合には当該改正に従い変更させていただきます。

要介護5 663 711 1,422 2,133



※

(以下余白)

【自己負担額算出方法】
地域単価×単位数＝①円(利用料金(10割)。1円未満切捨て。)
①×保険給付(9割、8割又は7割)＝②円(1円未満切捨て。)
①‐②＝③円(③が各々の負担割合に応じた自己負担額)

料金の計算過程における端数処理により、実際の請求額が上記金額と若干異なる場合
があります。



①地域単価

②各種加算

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

※

※

上記料金は、厚生労働省の報酬告示(2024年6月施行)に基づき定められた料金です。改
正になった場合には当該改正に従い変更させていただきます。
料金の計算過程における端数処理により、実際の請求額が上記金額と若干異なる場合
があります。

(以下余白)

【自己負担額算出方法】
地域単価×単位数＝①円(利用料金(10割)。1円未満切捨て。)
①×保険給付(9割、8割又は7割)＝②円(1円未満切捨て。)
①‐②＝③円(③が各々の負担割合に応じた自己負担額)

サービス提供体制強化加算(III) 6 7 13 20
介護職員等処遇改善加算(II) 1か月に利用したサービスの総単位数に対して加算(9.0％)

送迎減算 -47 -51 -101 -151
科学的介護推進体制加算 40 43 86 129 1月単位

口腔機能向上加算(II) 160 172 343 515 月2回まで

若年性認知症利用者受入加算 60 65 129 193
個別機能訓練加算(II) 20 22 43 65 1月単位

個別機能訓練加算(I)ロ 76 82 163 245
個別機能訓練加算(I)イ 56 60 120 180
入浴介助加算(II) 55 59 118 177

介護保険の加算報酬(2024年6月1日以降)

地域 横浜市(2級地)
地域単価 10.72円

入浴介助加算(I) 40 43 86 129

加算の名称 単位数
自己負担

備考
(1割) (2割) (3割)



介護職員等処遇改善加算(II)

職場環境の改善、賃金体系等の整備、研修の実施、資格や
勤務年数等に応じた昇給の仕組みの整備、職場環境のさら
なる改善及び見える化等を通じて介護職員の基本的な待遇
改善・ベースアップ等のための加算

個別機能訓練加算(I)イ

専従の機能訓練指導員として従事する理学療法士等を1名
以上配置したうえで、機能訓練指導員等が作成した個別機
能訓練計画に基づいて理学療法士等が機能訓練を適切に提
供していること。当該計画は3か月に1回以上、利用者の居
宅に訪問し必要に応じて見直しを行う。

個別機能訓練加算(I)ロ

個別機能訓練加算(I)イの理学療法士等の配置に加え、理
学療法士等を配置し、機能訓練指導員等が作成した個別機
能訓練計画に基づいて理学療法士等が機能訓練を適切に提
供していること。当該計画は3か月に1回以上、利用者の居
宅に訪問し必要に応じて見直しを行う。

個別機能訓練加算(II)
個別機能訓練加算(I)イ又は(I)ロに加え、個別機能訓練計
画を作成若しくは変更した月又は少なくとも3月に1回、
LIFEに情報提出し活用した場合

入浴介助加算(II)

入浴介助加算(Ⅰ)に加えて、機能訓練指導員等が共同し
て、利用者の居宅を訪問し浴室における利用者の動作及び
浴室の環境を評価した医師等との連携の下で、個別の入浴
計画を作成し、当該計画に基づき入浴介助を行った場合

介護保険の各種加算の説明(2024年6月1日以降)

加算の名称 加算の説明

入浴介助加算(I)
次のいずれも満たす場合に算定する加算です。
〇入浴介助を行った場合
〇入浴介助に関する研修を行った場合

若年性認知症利用者受入加算
65歳の誕生日の前々日までの利用者に対し、個別の担当者
を定めて、その者を中心にサービス提供を行った場合。

口腔機能向上加算(II)

看護職員等を1名以上配置して、利用者ごとの口腔機能改
善管理計画を作成し、当該計画に従い看護職員等が口腔機
能向上サービスを行った上で、LIFEに情報提出し活用した
場合(2回/月まで)

科学的介護推進体制加算
利用者ごとに利用者の心身の状況に係る基本的な情報を、
利用開始月若しくは利用終了月又は少なくとも3月に1回以
上、LIFEに情報提出し活用した場合(1月当たり)

サービス提供体制強化加算(III)

事業所において、前年度における、介護福祉士の占める割
合が40％以上、又は勤続7年以上の直接提供職員の占める
割合が30％以上である場合。

送迎減算 事業所の送迎を利用しない場合(片道)



リハビリパンツ　1枚150円
尿取りパッド　1枚50円
サージカルマスク　1枚20円
実費

保険の対象とはならない費用一覧(2024年8月1日以降)

名称 内容 備考

食費
昼食代700円
おやつ・飲み物代100円

キャンセル料
利用日の前営業日の営業終了時間(17時30分)まで
に右記の連絡先に連絡がない場合、700円(昼食
代)を徴収します。

045-580-2030

日用品

(以下余白)

日常生活費


